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I 事業の実施状況について（公益目的事業） 

１  資金貸付事業（定款第４条第１項第１号） 

(１) 長期貸付 

①  資金貸付額の選定 

４月１日 令和３年度長期貸付事業の５月貸付分として、事業計画に基づき５

月貸付分（資金貸付額25億円のうち５月貸付10億円）に対し、愛媛県市町振興課

へ貸付予定団体及び金額の選定を依頼した。 

 

②  資金貸付額の内定 

４月15日 愛媛県市町振興課から貸付予定団体の通知があり、令和３年度長期

貸付額（５月分）を内定した。 

 

③  長期貸付の借入申込通知 

４月21日 内定した貸付団体に対し、関係書類を添付のうえ通知した。 

 

④  資金貸付額の内定（追加） 

４月26日 愛媛県市町振興課から貸付予定団体（追加）の通知があり、令和３

年度貸付額（５月分）を追加内定した。 

 

⑤  長期貸付の借入申込通知（追加） 

４月27日 追加内定した貸付団体に対し、関係書類を添付のうえ通知した。 

 

⑥  長期貸付の借入申込受付 

５月７日 電子データにより借入申込受付を行い、貸付対象団体（４市５町）

から長期貸付の借入申込みがあった。 

 

⑦  長期貸付の貸付利率について 

５月12日 ５月24日の貸付利率を全国協会に準じ、償還期間５年、10年を年

0.10%、12年を0.11%、15年を0.20%と決定した。 

 

⑧  全国市町村振興協会資金の借入申込 

５月14日 全国市町村振興協会へ3,100千円の借入申込みを行った。 

 

⑨  長期貸付の借入手続（案内） 

５月19日 長期貸付の借入申込みのあった団体（４市５町）に対し、長期貸付

決定の案内を行った。 
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⑩  長期貸付金の貸付 

５月24日 借入申込みのあった団体（４市５町）の事業に対し、愛媛県協会分

≪別表１≫及び全国協会分≪別表２≫のとおり貸付を行った。 

 

⑪  資金貸付額の選定 

12月17日 令和３年度長期貸付事業の３月分として、事業計画に基づき資金貸

付総額25億円のうち、５月貸付後の残額1,605,500千円に対し、愛媛県市町振興課

へ貸付予定団体及び金額の選定を依頼した。 

 

⑫  資金借入希望額の通知 

１月28日 愛媛県市町振興課から借入希望団体の借入希望額の通知があった。 

 

⑬  長期貸付借入申込通知 

２月９日 貸付対象団体（６市４町）に対し、関係書類を添付のうえ通知した。 

 

⑭  長期貸付の借入申込受付 

２月25日 電子データにより借入申込受付を行い、貸付対象団体（６市４町）

から長期貸付の借入申込みがあった。 

 

⑮  長期貸付の貸付利率について 

３月１日 ３月24日の貸付利率を全国協会に準じ、償還期間５年を年0．10％、

10年、12年を0．20％、15年を0．30％と決定した。 

 

⑯  全国市町村振興協会資金の借入申込 

３月９日 全国市町村振興協会へ349,200千円の借入申込みを行った。 

 

⑰  長期貸付の借入手続（案内） 

３月11日 長期貸付の借入申込みのあった団体（６市４町）に対し、長期貸付

決定の案内を行った。 

 

⑱  長期貸付金の貸付 

３月24日 借入申込みのあった団体（６市４町）の事業に対し、愛媛県協会分

≪別表３≫及び全国協会≪別表４≫のとおり貸付を行った。 
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 ≪別表１≫ 貸付日：令和３年５月24日 

  愛媛県協会資金 ８９１，４００千円  （９団体42事業） （単位：千円） 

団体名 事業名 事業種別 貸付額 
償還 

期間 

今治市 簡易型屋外子局取付事業 緊急防災・減災事業 3,900 １２年

 防災通信システム高度化改修事業 緊急防災・減災事業 900 １２年

 河川水位監視設備整備事業 緊急防災・減災事業 7,700 １２年

 小学校屋内運動場トイレ改修事業 緊急防災・減災事業 53,600 １２年

 中学校屋内運動場トイレ改修事業 緊急防災・減災事業 25,400 １２年

宇和島市 市道住吉町 14 号線道路新設改良事業 合 併 特 例 事 業 186,800 １２年

 宇和島城周辺整備事業 合 併 特 例 事 業 48,300 １２年

西条市 消防車両等整備事業 防 災 対 策 事 業 5,600 １０年

 消防水利整備事業 合 併 特 例 事 業 13,500 １０年

 学校屋外トイレ整備事業 合 併 特 例 事 業 8,100 １０年

 丹原小学校施設長寿命化事業 合 併 特 例 事 業 27,900 １０年

 神拝小学校施設長寿命化事業 合 併 特 例 事 業 21,700 １０年

 楠河分団統合整備事業 緊急防災・減災事業 11,700 １０年

伊予市 防災行政無線受信設備整備事業 緊急防災・減災事業 21,200 １０年

 愛媛県災害情報システム高度化整備事業 緊急防災・減災事業 900 １０年

 道路維持事業 公共施設等適正管理

推進事業 

7,900 １５年

 補助災害復旧事業（Ｈ３０同意） 補 助 災 害 復 旧 事 業 20,900 １０年

 補助災害復旧事業（Ｒ０１同意） 補 助 災 害 復 旧 事 業 200 １０年

 単独災害復旧事業 補 助 災 害 復 旧 事 業 14,600 １０年

上島町 耐震性貯水槽設置事業 旧 合 併 特 例 事 業 13,900 １０年

 災害情報伝達システム構築事業 緊急防災・減災事業 38,000 １０年

 学校情報通信ネットワーク整備事業 学校教育施設等整備

事業 

20,300 １０年

久万高原町 県事業（道路）負担金事業 合 併 特 例 事 業 25,900 １５年

 小型動力ポンプ付軽積載車整備事業 合 併 特 例 事 業 3,200 ５年 

 耐震性貯水槽整備事業 合 併 特 例 事 業 8,200 １５年

松前町 下水路等整備（江川遊水池内排水路整備工

事） 

一 般 単 独 事 業 4,500 １０年

 消防 詰 所建 設事 業 （第 ９分 団 消防 詰所 建

設） 

施 設 整 備 事 業 31,900 １５年

 消防 詰 所建 設事 業 （第 ９分 団 消防 詰所 建

設）（従来の補助裏分） 

一 般 単 独 事 業 21,700 １５年

内子町 内子東自治センター耐震補強整備事業 合 併 特 例 事 業 142,700 １５年
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愛南町 御荘夢創造館空調機器整備改修事業（旧合

併特例事業） 

合 併 特 例 事 業 9,300 １０年

 海洋資源開発センター整備改修事業（旧合

併特例事業） 

合 併 特 例 事 業 10,500 １０年

 愛南柑橘加工施設整備事業（旧合併特例事

業） 

合 併 特 例 事 業 6,600 １０年

 県営土木事業負担金（旧合併特例事業） 合 併 特 例 事 業 14,500 １０年

 町道中溝線外路肩改良事業（旧合併特例事

業） 

合 併 特 例 事 業 300 １０年

 町道湯立越田線道路改良事業（旧合併特例

事業） 

合 併 特 例 事 業 16,700 １０年

 町道太場２号線道路改良事業（旧合併特例

事業） 

合 併 特 例 事 業 3,200 １０年

 災害情報システム高度化事業負担金（緊急

防災・減災事業） 

緊急防災・減災事業 900 １０年

 愛南町観光施設空調設備整備事業（山出憩

いの里温泉）〔緊急防災・減災事業〕 

緊急防災・減災事業 12,700 １０年

 小中学校校内ネットワーク改修事業（学校

教育施設等整備事業） 

学校教育施設等整備

事業 

23,500 １０年

 篠山小中学校校内ネットワーク改修事業負

担金（学校教育施設等整備事業） 

学校教育施設等整備

事業 

900 １０年

 公営企業会計適用事業（下水道特会）〔公

営企業会計適用〕 

下 水 道 事 業 600 ５年 

 公営企業会計適用事業（浄化槽特会）〔公

営企業会計適用〕 

下 水 道 事 業 600 ５年 

合計 （９団体 ４２事業） 891,400  

 

 

 ≪別表２≫ 貸付日：令和３年５月24日 

  全国協会資金   ３，１００千円  （１団体１事業） （単位：千円） 

団体名 事業名 事業種別 貸付額 
償還 

期間 

上島町 簡易水道（公営企業会計移行事業） 水 道 事 業 3,100 １０年

合計 （１団体 １事業） 3,100  

 

  



- 5 - 

 

 ≪別表３≫ 貸付日：令和４年３月24日 

  愛媛県協会資金 ６４２，０００千円  （６団体14事業） （単位：千円） 

団体名 事業名 事業種別 貸付額 
償還 

期間 

松山市 常備消防用車両機械購入事業 緊急防災・減災事業 42,500 １０年

 消防団車両機械購入事業 緊急防災・減災事業 30,600 １０年

 消防用給油施設整備事業（繰越分） 緊急防災・減災事業 44,300 １２年

 消防水利整備事業（繰越分） 緊急防災・減災事業 33,500 １２年

今治市 常備消防施設整備事業（水槽付消防ポンプ

自動車） 

緊急防災・減災事業 73,500 １５年

宇和島市 知永川緊急自然災害防止対策事業 緊急自然災害防止対策事業  4,800 １２年

 千代浦川緊急浚渫事業 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 3,100 １２年

 稲中川緊急浚渫事業 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 4,400 １２年

 下波東地区河川護岸改修事業 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 9,100 １２年

 消防詰所整備事業 緊急防災・減災事業 13,600 １２年

八幡浜市 県営八幡浜漁港整備事業負担金 合 併 特 例 事 業 29,600 １２年

久万高原町 久万高原町光情報通信基盤整備事業 旧 合 併 特 例 事 業 338,800 １５年

松前町 下水道等整備（江川遊水池内排水路整備工

事） 

一 般 事 業 10,200 １０年

 庁舎 管 理（ 庁舎 自 動火 災報 知 設備 更新 工

事） 

一 般 事 業 4,000 １０年

合計 （６団体 １４事業） 642,000  

 

 ≪別表４≫ 貸付日：令和４年３月24日 

  全国協会資金   ３４９，２００千円  （４団体９事業） （単位：千円） 

団体名 事業名 事業種別 貸付額 
償還 

期間 

西条市 総合文化会館施設改修事業 旧 合 併 特 例 事 業 18,500 １０年

伊予市 防災行政無線受信設備整備事業 緊急防災・減災事業 13,300 １０年

 補助災害復旧事業（R01 同意） 補 助 災 害 復 旧 事 業 300 １０年

上島町 長崎桟橋整備事業 合 併 特 例 事 業 277,500 １０年

 公共下水道（公営企業会計移行事業） 公 営 企 業 会 計 適 用 7,400 １０年

 農業集落排水（公営企業会計移行事業） 公 営 企 業 会 計 適 用 3,600 １０年

 浄化槽（公営企業会計移行事業） 公 営 企 業 会 計 適 用 2,400 １０年

愛南町 町道中溝線外路肩改良事業（旧合併特例事

業） 

旧 合 併 特 例 事 業 3,900 １０年

 町道弓立越田線道路改良事業（旧合併特例

事業） 

旧 合 併 特 例 事 業 22,300 １０年

合計 （４団体 ９事業） 349,200  
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(２) 貸付金償還 

①  令和３年度分元利金払込通知書（上期分） 

９月17日・24日 貸付団体に対し、「令和３年度分元利金払込通知書（上期

分）」を送付し、全貸付団体から償還された。 

②  令和３年度分元利金払込通知書（下期分） 

３月17日・24日 貸付団体に対し、「令和３年度分元利金払込通知書（下期

分）」を送付し、全貸付団体から償還された。 

③  令和３年度分元利金払込通知書（繰上分） 

３月 17 日 愛南町に対し、「元利金払込通知書」を送付し、償還された。 

 

(３) 貸付残高 

令和３年度においては、貸付団体から長期貸付金の元金返済額2,224,582千円（繰

上返済を含む）を受入、新たに1,885,700千円の貸付（６市５町・66件）を行い、同

年度末における長期貸付の残高は、534件、16,857,450千円となった。 

年度別内訳は、次のとおり。 

≪別表４≫ 

年度別長期貸付額及び貸付残高 

（単位：千円） 

年度 

当初貸付額 3 年度償還額 3 年度末残高 

件数 金額 

利率 

金額 件数 金額 
全国

県 

５月 ３月

昭和 56 年度 46 500,200 3.0 5.5 0 0 0

昭和 57 年度 54 549,000 3.0 5.5 0 0 0

昭和 58 年度 48 500,000 3.0 5.5 0 0 0

昭和 59 年度 41 500,000 3.0 5.5 0 0 0

昭和 60 年度 39 550,000 3.0 5.5 0 0 0

昭和 61 年度 37 750,000 3.0 注 1 0 0 0

昭和 62 年度 32 850,000 3.0 3.0 0 0 0

昭和 63 年度 37 1,050,000 3.0 3.0 0 0 0

平 成 元 年 度 28 1,250,000 3.0 3.0 0 0 0

平成 2 年度 39 1,400,000 3.0 3.0 0 0 0

平成 3 年度 30 1,500,000 3.0 3.0 0 0 0

平成 4 年度 35 1,700,000 3.0 3.0 0 0 0

平成 5 年度 50 2,000,000 3.0 3.0 0 0 0

平成 6 年度 39 2,100,000 3.0 3.0 0 0 0

平成 7 年度 39 2,250,000 3.0 3.0 0 0 0

平成 8 年度 34 2,300,000 2.8 2.8 0 0 0

平成 9 年度 51 2,400,000 1.6 1.6 0 0 0
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平成 10 年度 47 2,400,000 1.6 1.6 0 0 0

平成 11 年度 53 2,400,000 1.5 1.5 0 0 0

平成 12 年度 54 2,400,000 1.1 1.1 0 0 0

平成 13 年度 42 2,400,000 1.0 1.0 0 0 0

平成 14 年度 60 2,400,000 0.4 0.4 0 0 0

平成 15 年度 35 2,400,000 0.9 0.9 0 0 0

平成 16 年度 34 2,000,000 1.0 注 2 0 0 0

平成 17 年度 37 2,200,000 1.2 0 0 0

平成 18 年度 24 2,500,000 1.3 0 0 0

平成 19 年度 22 2,200,000 1.0 0 0 0

平成 20 年度 20 2,200,000 0.9 0 0 0

平成 21 年度 19 2,200,000 0.8 220,000 0 0

平成 22 年度 21 2,200,000 0.8 219,420 20 219,420

平成 23 年度 22 2,200,000 0.6 220,000 22 440,000

平成 24 年度 16 2,200,000 0.3 220,000 16 660,000

平成 25 年度 15 456,000 0.3 45,600 15 182,400

平成 26 年度 19 1,778,100 0.1 177,810 19 889,050

平成 27 年度 37 1,866,300 0.1 0.1 186,630 37 1,015,210

平成 28 年度 55 2,228,300 0.1 0.01 215,596 53 1,506,280

平成 29 年度 73 3,222,700 0.01 注 3 330,044 73 2,456,126

平成 30 年度 68 2,698,200 別表 5 のとおり 267,154 68 2,326,492

令 和 元 年 度 73 2,920,900 〃 115,454 73 2,805,446

令和 2 年度 73 2,478,200 〃 274 73 2,477,926

令和 3 年度 66 1,885,700 〃 6,600 65 1,879,100

合計 1,664 75,983,600 － 2,224,582 534 16,857,450

注 1＝3.0、5.0％で貸付 注 2＝0.9、1.0％で貸付 注 3＝0.2、0.05％で貸付 

 

≪別表５≫ 

平成 30 年度以降の貸付利率 

 5 月貸付 3 月貸付 

5 年 10 年 12 年 15 年 5 年 10 年 12 年 15 年

平成 30 年度 
全国協会 0.01% 0.01% 0.01% 0.10% 0.01% 0.01% 0.01% 0.04%

県協会 0.01% 0.01% 0.01% 0.10% 0.01% 0.01% 0.01% 0.04%

令 和 元 年 度 
全国協会 0.01% 0.01% 0.02% 0.06% 0.01% 0.01% 0.01% 0.03%

県協会 0.01% 0.01% 0.02% 0.06% 0.01% 0.01% 0.01% 0.03%

令 和 ２ 年 度 
全国協会 0.10% 0.10% 0.11% 0.14% 0.10% 0.10% 0.11% 0.20%

県協会 0.10% 0.10% 0.11% 0.14% 0.10% 0.10% 0.11% 0.20%

令 和 ３ 年 度 
全国協会 0.10% 0.10% 0.11% 0.20% 0.10% 0.20% 0.20% 0.30%

県協会 0.10% 0.10% 0.11% 0.20% 0.10% 0.20% 0.20% 0.30%
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①  愛媛県協会貸付残高 

令和３年度においては、貸付団体から長期貸付金の元金返済額2,165,362千円

（繰上返済を含む）を受入、新たに1,533,400千円の貸付（６市５町・56件）を行

い、同年度末における長期貸付の残高は、479件、14,531,170千円となった。 

年度別内訳は、次のとおり。 

≪別表６≫ 

年度別長期貸付額及び貸付残高 

（単位：千円） 

年度 

当初貸付額 3 年度償還額 3 年度末残高 

件数 金額 
利  率 

金額 件数 金額 
５月 ３月 

昭和 56 年度 16 243,400 5.5 0 0 0

昭和 57 年度 28 299,000 5.5 0 0 0

昭和 58 年度 20 250,000 5.5 0 0 0

昭和 59 年度 20 250,000 5.5 0 0 0

昭和 60 年度 18 300,000 5.5 0 0 0

昭和 61 年度 18 500,000 注 1 0 0 0

昭和 62 年度 19 600,000 3.0 0 0 0

昭和 63 年度 24 750,000 3.0 0 0 0

平 成 元 年 度 16 850,000 3.0 0 0 0

平成 2 年度 25 900,000 3.0 0 0 0

平成 3 年度 20 1,000,000 3.0 0 0 0

平成 4 年度 27 1,200,000 3.0 0 0 0

平成 5 年度 36 1,400,000 3.0 0 0 0

平成 6 年度 33 1,500,000 3.0 0 0 0

平成 7 年度 32 1,600,000 3.0 0 0 0

平成 8 年度 27 1,600,000 2.8 0 0 0

平成 9 年度 43 1,600,000 1.6 0 0 0

平成 10 年度 39 1,600,000 1.6 0 0 0

平成 11 年度 45 1,600,000 1.5 0 0 0

平成 12 年度 50 1,600,000 1.1 0 0 0

平成 13 年度 38 1,600,000 1.0 0 0 0

平成 14 年度 52 1,600,000 0.4 0 0 0

平成 15 年度 22 1,600,000 0.9 0 0 0

平成 16 年度 24 1,600,000 注 2 0 0 0

平成 17 年度 37 2,200,000 1.2 0 0 0

平成 18 年度 24 2,500,000 1.3 0 0 0

平成 19 年度 22 2,200,000 1.0 0 0 0
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平成 20 年度 20 2,200,000 0.9 0 0 0

平成 21 年度 19 2,200,000 0.8 220,000 0 0

平成 22 年度 21 2,200,000 0.8 219,420 20 219,420

平成 23 年度 22 2,200,000 0.6 220,000 22 440,000

平成 24 年度 16 2,200,000 0.3 220,000 16 660,000

平成 25 年度 15 456,000 0.3 45,600 15 182,400

平成 26 年度 19 1,778,100 0.1 177,810 19 889,050

平成 27 年度 37 1,866,300 0.1 0.1 186,630 37 1,015,210

平成 28 年度 55 2,228,300 0.1 0.01 215,596 53 1,506,280

平成 29 年度 73 3,222,700 0.01 注 3 330,044 73 2,456,126

平成 30 年度 62 2,106,000 別表 5 のとおり 207,934 62 1,793,512

令 和 元 年 度 51 1,969,900 〃 115,454 51 1,854,446

令和 2 年度 56 1,988,200 〃 274 56 1,987,926

令和 3 年度 56 1,533,400 〃 6,600 55 1,526,800

合計 1,297 61,091,300 － 2,165,362 479 14,531,170

注 1＝3.0、5.0％で貸付 注 2＝0.9、1.0％で貸付 注 3＝0.2、0．05％で貸付 

 

②  全国協会貸付残高 

令和３年度においては、貸付団体から長期貸付金の元金返済額59,220千円を受

入、新たに352,300千円の貸付（２市３町・10件）を行い、同年度末における長期

貸付の残高は、55件、2,326,280千円となった。 

年度別内訳は、次のとおり。 

≪別表 7≫ 

年度別長期貸付額及び貸付残高 

（単位：千円） 

年度 

当初貸付額 3 年度償還額 3 年度末残高 

件数 金額 
利  率 

金額 件数 金額 
５月 ３月 

昭和 56 年度 30 256,800 3.0 0 0 0

昭和 57 年度 26 250,000 3.0 0 0 0

昭和 58 年度 28 250,000 3.0 0 0 0

昭和 59 年度 21 250,000 3.0 0 0 0

昭和 60 年度 21 250,000 3.0 0 0 0

昭和 61 年度 19 250,000 3.0 0 0 0

昭和 62 年度 13 250,000 3.0 0 0 0

昭和 63 年度 13 300,000 3.0 0 0 0

平 成 元 年 度 12 400,000 3.0 0 0 0

平成 2 年度 14 500,000 3.0 0 0 0
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平成 3 年度 10 500,000 3.0 0 0 0

平成 4 年度 8 500,000 3.0 0 0 0

平成 5 年度 14 600,000 3.0 0 0 0

平成 6 年度 6 600,000 3.0 0 0 0

平成 7 年度 7 650,000 3.0 0 0 0

平成 8 年度 7 700,000 2.8 0 0 0

平成 9 年度 8 800,000 1.6 0 0 0

平成 10 年度 8 800,000 1.6 0 0 0

平成 11 年度 8 800,000 1.5 0 0 0

平成 12 年度 4 800,000 1.1 0 0 0

平成 13 年度 4 800,000 1.0 0 0 0

平成 14 年度 8 800,000 0.4 0 0 0

平成 15 年度 13 800,000 0.9 0 0 0

平成 16 年度 10 400,000 1.0 0 0 0

平成 30 年度 6 592,200 別表 5 のとおり 59,220 6 532,980

令 和 元 年 度 22 951,000 〃 － 22 951,000

令和 2 年度 17 490,000 〃 － 17 490,000

令和 3 年度 10 352,300 〃  10 352,300

合計 367 14,892,300 － 59,220 55 2,326,280
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２  市町村振興宝くじ交付金の交付事業（定款第４条第１項第２号） 

(１) 市町交付金 

２月４日 本協会市町交付金交付規程に基づき、ハロウィンジャンボ宝くじ収益

金のうち愛媛県から交付された交付金及び交付金から生ずる受取利息等を財源とし、

本協会配分基準（均等割50%、人口割50％）により算出し、市町に対し交付した。 

【交付額】 ２２７，６９７，５１７円 

 

 ≪別表≫    市町交付金一覧表   （単位：円） 

市町名 令和３年度 平成 13 年度～令和２年度 

 松 山 市 48,676,276  889,973,280

 今 治 市 18,747,910  528,201,058

 宇 和 島 市 11,763,863  250,995,088

 八 幡 浜 市 8,402,794  142,451,823

 新 居 浜 市 15,586,956  273,809,445

 西 条 市 14,764,318  294,454,551

 大 洲 市 9,202,915  193,854,886

 伊 予 市 8,752,572  161,764,716

 四 国 中 央 市 12,857,131  261,351,353

 西 予 市 8,746,308  204,065,170

 東 温 市 8,514,026  135,661,105

 上 島 町 6,241,823  131,779,773

 久 万 高 原 町 6,346,706  135,539,957

 松 前 町 8,273,447  112,588,097

 砥 部 町 7,430,154  117,115,442

 内 子 町 7,028,316  130,389,240

 伊 方 町 6,431,695  119,054,598

 松 野 町 6,011,064  71,646,776

 鬼 北 町 6,521,087  101,193,953

 愛 南 町 7,398,156  177,000,265

計 227,697,517  4,432,890,576  
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(２) 基金交付金 

６月22日 本協会基金交付金交付規程に基づき、サマージャンボ宝くじ収益金を

もって愛媛県が協会に交付する愛媛県交付金を積み立てる基金積立金を財源とし、

本協会配分基準（均等割50%、人口割50％）に基づき、市町に対し交付した。 

【交付額】 ２３９，０４３千円 

 ≪別表≫    基金交付金一覧表   （単位：千円） 

市町名 令和３年度 平成 19 年度～令和２年度 

 松 山 市 50,972  723,088

 今 治 市 19,732  381,824

 宇 和 島 市 12,382  196,191

 八 幡 浜 市 8,833  119,840

 新 居 浜 市 16,370  226,696

 西 条 市 15,491  233,945

 大 洲 市 9,665  151,790

 伊 予 市 9,189  131,701

 四 国 中 央 市 13,512  206,803

 西 予 市 9,192  155,244

 東 温 市 8,935  116,041

 上 島 町 6,547  102,821

 久 万 高 原 町 6,669  105,574

 松 前 町 8,675  102,176

 砥 部 町 7,800  100,851

 内 子 町 7,389  106,111

 伊 方 町 6,756  97,004

 松 野 町 6,311  68,916

 鬼 北 町 6,850  87,703

 愛 南 町 7,773  133,532

計 239,043  3,547,851  
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３  市町振興助成事業（定款第４条第１項第３号） 

(１) 市町振興に伴うイベント等助成事業 

イベント等の助成については、次の９市４町25事業に対し総額24,170千円を助成

した。 

 （単位：円） 

団体名 イベント名等 実施年月日 助成額 団体支出額

松 山 市 令和 3 年度平和資料展 令和３年７月22日～28日 530,000 1,215,695

 若者のﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ支援事業 令和３年10月29日～11月

２日 

290,000 576,269

宇 和 島 市 戯曲「玄朴と長英」公演事業 令和３年11月28日 1,230,000 2,447,100

八 幡 浜 市 鼓動ﾜﾝ・ｱｰｽ・ﾂｱｰ 2021「童」 令和３年11月13日 1,200,000 2,393,623

 第 3 回ﾀﾞﾙﾒｲﾝ世界ﾏｰﾏﾚｰﾄﾞｱﾜｰ

ﾄﾞ＆ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ日本大会 

令和３年11月14日 1,550,000 4,000,000

 愛媛 ｵｰﾙｽﾀｰｽﾞｼﾞｬｽﾞﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ

in 八幡浜 

令和３年12月５日 1,250,000 2,970,000

新 居 浜 市 にいはま SDGs ｱｰﾄ・ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ

2021 

令和３年12月４日～令和

４年１月６日 

2,000,000 4,333,436

 第 5 回あかがねマラソン 令和３年12月５日 1,930,000 4,716,000

西 条 市 いしづち山麓 SWEET ライド 令和３年11月７日 1,180,000 2,345,785

 ｽﾉｰｶｰﾆﾊﾞﾙ in 石鎚 令和３年12月26日 290,000 1,000,000

 西条市うちぬきマラソン大会 令和４年１月10日 1,150,000 2,292,739

伊 予 市 夕焼けﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑｺﾝｻｰﾄ＆しもな

だ鱧まつり 

令和３年９月４日 500,000 985,000

四国中央市 第 14 回書道ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ甲子園 令和３年７月25日 3,260,000 8,000,000

西 予 市 乙亥大相撲 令和３年11月27日 2,620,000 5,225,000

東 温 市 第 36 回どてかぼちゃｶｰﾆﾊﾞﾙ＆

ﾌｫﾄｺﾝﾃｽﾄ 2021in TOON 

令和３年10月11日～31日 400,000 800,000

上 島 町 上島町ｽﾎﾟｰﾂ振興事業（愛媛ﾏﾝ

ﾀﾞﾘﾝﾊﾟｲﾚｰﾂ公式戦） 

令和３年７月11日 230,000 454,125

松 前 町 第 46 回まさき文化祭 令和３年10月23日･24日 590,000 1,167,497

砥 部 町 砥部町国際交流サマースクー

ル 

令和３年８月７日～９日 450,000 900,000

 愛媛 FC 三世代交流イベント 令和３年10月10日 130,000 250,000

 ショパンビレッジフェスティ

バル in 砥部町 

令和３年11月14日 850,000 1,700,000

 芸術文化フェスタ 令和３年11月20日･21日 400,000 780,072



- 14 - 

 

砥 部 町 坂村真民記念館開館 10 周年記

念イベント 

令和３年３月12日 410,000 803,595

松 野 町 まつの桃源郷マラソン大会オ

ンライン２０２１ 

令和３年３月27日～４月

11日 

1,180,000 2,351,751

 ﾎﾞﾙﾀﾞﾘﾝｸﾞ＆ｽﾗｯｸﾗｲﾝ体験会 令和３年11月 21日～令和

４年３月６日 

270,000 523,320

 第 68 回不器男忌俳句大会 令和４年２月20日 280,000 551,580

計   ９市４町 25 事業 24,170,000 52,782,587

 

(２) 情報セキュリティ監査助成事業 

情報セキュリティ監査の助成については、次のとおり3,420千円を助成した。 

      （単位：円） 

団体名 助成額 団体支出額 

松 山 市 940,000 1,870,000

宇 和 島 市 750,000 1,485,000

四国中央市 730,000 1,452,000

愛 南 町 1,000,000 2,021,000

合 計 3,420,000 6,828,000

 

(３) メンタルヘルス対策事業助成金 

４月23日 県・市町が連携して精神科医・保健師による相談体制を整備し、職員

のメンタルヘルス対策の一層の充実強化を図るために実施する精神科医・保健師の

共同設置をした愛媛県市町村職員共済組合に対して、2,500千円を助成した。 

 

(４) 災害支援金 

災害支援金については、該当なし。 
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４  市町職員等研修事業（定款第４条第１項第４号） 

(１) 愛媛県研修所での研修事業 

①   ４月９日 愛媛県研修所で実施している市町職員研修、能力開発研修及び

県・市町職員合同研修に要する経費（6,442千円）の支払について愛媛県知事と

「令和３年度市町職員研修に係る協定」の締結を行った。 

  ＜各講座は次のとおり＞ 

  【階層別研修】 

   ○市町中堅職員（年５回） ○市町係長級研修（年３回） 

   ○市町課長級研修   ○部長級・次長級セミナー 

  【専門研修】 

   ○財政運営実務講座  ○危機管理講座 

   ○アサーティブコミュニケーション講座 

  【県・市町合同研修】 

   ○行政法講座   ○民法講座 

   ○地方自治法講座（年２回） ○法制執務講座 

   ○実践型地域政策づくり合宿 ○女性キャリアデザイン講座 

   ○政策法務講座   ○住民ニーズ調査実践講座 

   ○協働型フィールドワーク講座 ○問題発見・解決能力向上講座 

   ○チームビルディング講座 ○マネジメント能力講座 

   ○政策評価実践講座  ○タイムマネジメント講座 

   ○広報戦略とマスコミ対応講座 ○コーチング講座 

   ○文書力向上講座   ○レジリエンス向上講座 

   ○折衝力・交渉力講座  ○地域経済分析システム（RESAS）活用講座 

   ○ファシリテーション講座 ○実践営業力講座 

   ○業務効率向上講座（年２回） ○経営分析基礎講座 

   ○文章力実践講座   ○自治体法務検定受検コース 

   ○課題解決創造力・実践力向上講座 

  【出前講座】 

   ○クレーム対応講座（年３回） 

 

②   ４月23日 令和３年度市町職員研修に係る協定書第２条の規程に基づき愛媛

県研修所から提出のあった納入通知書により、1,882千円（上半期分）を支払っ

た。 

③   11月５日 令和３年度市町職員研修に係る協定書第２条の規程に基づき愛媛

県研修所から提出のあった納入通知書により、4,560千円（下半期分）を支払っ

た。 
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④   ３月15日 同協定書第３条の規定に基づき提出のあった「令和３年度市町職

員研修事業実績報告書」を受理し、実施内容について承認した。 

 

区分 研   修   名 研修期間 研修終了者数

階 

層 

別 

研 

修 

県・市町中堅研修 第41期 R3.11.16～11.19 16

 第42期 R3.12.７～12.10 18

 第43期 R4.１.18～１.21 15

 第44期 R4.１.25～１.28 13

 第45期 R4.２.１～２.４ 12

市町係長級研修 第89期 R3.10.５～10.８ 30

 第90期 R3.11.９～11.12 29

 第91期 R3.12.14～12.17 30

市町課長級研修 第42期 R3.10.28～10.29 22

専門 

研修 

財務運営実務講座 R3.10.14～10.15 17

アサーティブコミュニケーション R3.９.28 31

危機管理（地震災害対策）講座 R4.２.14～２.15 22

ス
テ
ー
ジ
ア
ッ
プ
研
修
（
県
・
市
町
職
員
合
同
） 

民法講座  R3.９.21～９.22 58

地方自治法講座 第1回 R3.７.19～７.20 19

 第2回 R3.８.２～８.３ 19

法制執務講座 R3.10.18～10.19 47

女性職員キャリアデザイン講座 R3.８.５～８.６ 7

住民ニーズ調査実践講座 R3.８.10～８.12 3

協働型フィールドワーク講座 R3.11.４～11.５ 9

問題発見・解決能力向上講座 R4.１.13～１.14 10

チームビルディング講座 R3.10.26～10.27 5

マネジメント能力講座 R3.11.18～11.19 8

政策評価実践講座 R3.11.８～11.９ 7

タイムマネジメント講座 R3.７.26～７.27 5

広報戦略とマスコミ対応講座 R3.10.20～10.21 5

コーチング講座 R4.２.８～２.９ 5

文章力基礎講座 R3.12.13～12.14 12

レジリエンス向上講座 R3.10.４～10.５ 8

折衝力・交渉力講座 R3.12.16～12.17 9

地域経済分析システム（RESAS）活用講座 R3.10.12～10.13 6

ファシリテーション講座 R3.11.25～11.26 14

実践営業力講座 R3.12.１～12.２ 4
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 業務効率向上講座 第1回 R3.11.１～11.２ 4

 第2回 R3.12.２～12.３ 9

経営分析基礎講座 R3.11.29～11.30 8

文章力実践講座 R3.７.28～７.29 13

自治体法務検定（政策法務）受験コース R3.12.３ 4

指導者養

成研修 

課題解決想像力・実践力向上講座 中  止 

出前講座 クレーム対応講座  中  止 

その他 部長級・次長級セミナー  R3.10.14 9

計 562

 

(２) 市町職員研修事業 

  実施なし 

 

(３) 市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）受講に係る助成 

  市町村職員中央研修所受講者への助成については、受講した次の３団体（８人）

に対し、総額380千円を助成した。 

 

団体名 人数 助成額 団体名 人数 助成額 

松 山 市 2 102,800 伊 予 市 5 231,000

上 島 町 1 46,200   

計 8 人 380,000 円 

 

《市町村職員中央研修所の各市町等・研修別内訳》 

〈課程・科目別、団体別修了者数〉 

課 

 

程 

団体名 

 

 

 

科目 

松

山

市

今

治

市 

宇

和

島

市 

八

幡

浜

市 

新

居

浜

市

西

条

市

大

洲

市

伊

予

市

四

国

中

央

市

西

予

市

東

温

市

上

島

町

久

万

高

原

町

松

前

町 

砥

部

町 

内

子

町 

伊

方

町

松

野

町

鬼

北

町

愛

南

町

一

組

等

専

門 

広 報 の 効 果 的 実

践 

R3.11.24～12.2 

1                     

上 下 水 道 事 業 の

経営管理 

R3.12.6～10 

1                     
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特

別 

監 査 委 員 特 別 セ

ミナー 

R3.4.15～16 

           1          

市 町 村 議 会 議 員

特別セミナー 

R3.11.4～5 

      5              

計 2      5    1         

 

(４) 全国市町村国際文化研修所（国際文化アカデミー）受講に係る助成 

 全国市町村国際文化研修所受講者への助成については、受講した次の２団体

（７人）に対し、総額199,500円を助成した。 

 

団体名 人数 助成額 団体名 人数 助成額 

松 山 市 2 67,000 愛 媛 地 方 税

滞 納 整 理 機

構 

5 132,500

計 7 人 199,500 円 

 

《全国市町村国際文化研修所の各市町等・研修別内訳》 

〈課程・科目別、団体別修了者数〉 

区 

 

分 

団体名 

 

 

 

科目 

松

山

市

今

治

市 

宇

和

島

市 

八

幡

浜

市 

新

居

浜

市

西

条

市

大

洲

市

伊

予

市

四

国

中

央

市

西

予

市

東

温

市

上

島

町

久

万

高

原

町

松

前

町 

砥

部

町 

内

子

町 

伊

方

町

松

野

町

鬼

北

町

愛

南

町

一

組

等

政

策

・

実

務 

関 係 人 口 の 創

出・拡大 

R3.11.15～17 

1                     

滞納整理の実践

と徴収ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

R3.11.8～12 

                    5

幹

部

職

員 

女 性 リ ー ダ ー の

ためのﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研

修 

R3.11.15～19 

1                    

計 2                  5

※一組等……愛媛地方税滞納整理機構 
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(５) 関係団体研修事業等に係る助成 

 関係団体研修事業等の助成については、次のとおり1,417,440円を助成した。 

（単位：円） 

団 体 名 研  修  名 助 成 額 

愛媛県市議会議長会 愛媛県市議会観光振興議員連

盟広域観光推進研修会 

200,000

愛媛県町村会 令和３年度町職員研修会 1,000,000

愛媛県町村議会議長会 令和３年度愛媛県町村議会議

員研修会 

217,440

計 1,417,440
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５  市町の振興に関する情報提供事業（定款第４条第１項第５号） 

(１) 令和３年度版「愛媛県市町要覧」の配布 

 ３月30日 愛媛県市町振興課の編集により県内市町の行財政等の概況を掲載し

た「愛媛県市町要覧」（令和３年度版）を発行し、県内全市町及び関係団体へ配

布した。 

 

(２) 市町振興のための資料の配付 

 県内市町財政健全化を図ることを目的として、次の冊子を一括購入し、県内全

市町へ配付した。 

  10月19日 令和３年10月「類似団体別市町財政指数表」 

  ３月24日 地方財政要覧－令和３年12月－ 

 

(３) 地域づくり情報誌発行事業 

①   ４月１日 地域づくり情報誌発行事業に要する経費（3,894千円）について、

公益財団法人えひめ地域政策研究センター理事長 森田浩治と「令和３年度地

域づくり情報誌発行事業」の委託契約を締結した。 

 なお、同委託契約第６条の規定に基づき15日付けで公益財団法人えひめ地域

政策研究センター理事長 森田浩治から提出された「令和３年度地域づくり情

報誌発行事業計画書」を承認した。 

◇ 「舞たうん」・発行回数 年２回  ・発行部数 各2,500部 

 県内各地で繰り広げられている「まちづくり・むらおこし」活動を紹介し、

地域のまちづくり活動の情報発信と地域づくり活動者のネットワーク誌として、

また、地域に根ざしたまちづくり情報誌として発行。 

◇ 「えひめイベントＢＯＸ」・発行回数 年１回  発行部数 2,500部 

 年間を通じ県内各地で繰り広げられる、あらゆるジャンルのイベントを紹介

し、まちづくりの気運の醸成を図る。 

②   ２月10日 令和３年度地域づくり情報誌発行事業委託契約書第11条の規定に

基づき２月３日付けで公益財団法人えひめ地域政策研究センター理事長から提

出のあった「令和３年度地域づくり情報誌発行事業委託料前金払請求書」を受

理し3,894千円を支払った。 
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II その他事業について 

１  市町関係団体等への助成及び寄附 

(１) 愛媛県市長会・愛媛県町村会を経由して行う助成 

①  一般財団法人地域活性化センター年会費に係る助成 

 ６月９日 一般財団法人地域活性化センターの令和３年度年会費2,170千円

に充当するため、次のとおり助成した。 

 愛媛県市長会 1,540,000円 

 愛媛県町村会  630,000円 

 《参考》 『一般財団法人地域活性化センター』 

  〒107-0027 住所 東京都中央区日本橋２－３－４ 

           日本橋プラザビル 13階 

        TEL  03(5202)6131（代） 

        FAX  03(5202)0755 

        http://www.chiiki-dukuri-hyakka.or.jp 

  ※ 活力あふれ、個性豊かな地域社会を実現するため、まちづくり、産 

   業・文化おこし等、地域活性化のための諸活動を支援、地域振興の推 

   進に寄与するため昭和60年に設立。 

   主な業務：地域活性化施策調査研究、地域活性化情報提供、コンサル 

        タント、研修・交流、地域産品・観光等振興、イベント関 

        連、ふるさと情報コーナーの運営等 

 

②  松山空港利用促進協議会負担金に係る助成 

 ９月８日 松山空港利用促進協議会の令和３年度負担金1,000千円として充

当するため、次のとおり助成した。 

 愛媛県市長会  500,000円 

 愛媛県町村会  500,000円 

 《参考》 『松山空港利用促進協議会』 

      愛媛県企画振興部地域振興局交通対策課内 

  〒790-8570 住所 松山市一番町４丁目４－２ 

        TEL  089(912)2250 

        FAX  089(912)2249 

  ※ 県民の利便性の向上を図るとともに、県勢の発展を期するため、松 

   山空港における国内路線網の拡充及び松山空港の国際化、他空港との 

   交流を積極的に推進するため、平成３年に設立。 
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③  愛媛県自転車新文化推進協会負担金に係る助成 

 ９月22日 愛媛県自転車新文化推進協会の令和３年度負担金2,000千円とし

て充当するため、次のとおり助成した。 

 愛媛県市長会 1,100千円 

 愛媛県町村会  900千円 

 《参考》 『愛媛県自転車新文化推進協会』 

      愛媛県企画振興部政策企画局自転車新文化推進課内 

  〒790-8570 住所 松山市一番町４丁目４－２ 

        TEL  089(912)2234 

        FAX  089(921)2002 

  ※ 自転車は「健康」、「生きがい」、「友情」を与えてくれるという 

   自転車新文化を普及・拡大し、もっと交流人口の拡大と地域活性化を 

   図るため平成28年に設立。 

   主な業務：自転車新文化の普及活動、市町のサイクリング大会や市町 

        間の広域連携施策への支援、自転車新文化のための環境整 

        備、調査研究、自転車関連産業の創出、自転車新文化推進 

        のための広報・プロモーション活動 

 

④  日本貿易振興機構（ジェトロ）愛媛貿易情報センター運営負担金に係る助成 

 ３月17日 日本貿易振興機構（ジェトロ）愛媛貿易情報センターの令和３年

度事業運営費2,462千円として充当するため、次のとおり助成した。 

 愛媛県市長会  2,327千円 

 愛媛県町村会   135千円 

 《参考》 『日本貿易振興機構（ジェトロ）愛媛貿易情報センター』 

  〒791-8057 住所 松山市大可賀２丁目１－２８ 

           「アイテムえひめ」内 

        TEL  089(952)0015 

        FAX  089(952)8588 

  ※ 市場の国際化促進のため、海外経済情報の収集・提供、輸入促進、 

   産業協力・技術交流の促進等事業実施のため、平成３年設立。（日本 

   貿易振興会は、昭和33年７月25日設立。） 

   主な事業内容：講演会・セミナー等の開催、国内及び海外における見 

          本市展示会事業、輸入促進事業、貿易相談事業、海外 

          経済情報資料の収集、提供地方情報誌の発行等 
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(２) 地域医療学講座への寄附 

10月26日 愛媛大学の地域医療学講座へ16,000千円を寄附した。 

 

(３) 愛媛県自治会館新会館建設への寄附 

10月26日 愛媛県自治会館の新会館建設に要する令和３年度経費の一部として、

建設団体である愛媛県市町総合事務組合へ100,000千円を寄附した。 

 

(４) その他 

  全国市町村振興協会関係資料の送付 

  「会報」を県関係団体へ回送した。 

７月７日 会報６月号 （第109号） 

10月５日 会報９月号 （第110号） 

２月３日 会報１月号 （第111号） 

 

２  市町村振興宝くじに係る広報宣伝事業 

(１) 市町村振興宝くじ（サマージャンボ関係） 

①  市町等へ発売についての周知 

 ４月30日 県内全市町・関係団体に対して令和３年度サマージャンボ宝くじ

発売概要の周知及び広報誌への掲載方を依頼した。 

 ５月10日 サマージャンボ宝くじ及びハロウィンジャンボ宝くじの両宝くじ

販売促進策として市町で「特設売場」の設置について照会を行い、次の３市が

常設売店等での販売希望があった。 

  今治市  宇和島市 八幡浜市 

 ５月17日 県内市町に対して全国市町村振興協会作成の市町村広報誌用ＰＲ

データを送付し、広報誌への掲載方依頼した。 

 ６月25日 県内全市町・関係団体及び愛媛県市町振興課、各地方局・支局、

県関係施設に対し、受託金融機関（みずほ銀行）作成のＰＲポスターの掲示

（ポスター到着～令和３年８月13日（金））方依頼した。 

 

②  本協会における広告の実施 

 ４月30日 啓発宣伝に伴い広告会社による入札を行い、「いよてつ総合企画」

の宝くじ発売促進の企画に決定した。 

  ＳＮＳ広告・ｗｅｂマーケティング 

   LocationAD（特定エリアに対する広告） 

  デジタル・交通広告 

   松山市駅、まつちかタウンビジョン、銀天街・大街道ビジョン 

  愛媛新聞 

   ７月11日 掲載  
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③  発売実績 

 【全 国】 

区  分 発売計画 発売実績額 前年度比較 

ジャンボ 69,000,000,000 円 52,103,807,100 円 △7,032,798,000 円

ミニ 21,000,000,000 円 14,772,832,200 円 △439,399,200 円

計 90,000,000,000 円 66,876,639,300 円 △7,472,197,200 円

 

 【愛媛県】 

区  分 発売実績額 前年度比較 収益金配分額 前年度比較 

ジャンボ 547,771,800 円 △98,457,300 円 228,765,404 円 △64,114,621 円

ミニ 176,170,800 円 △6,571,800 円 78,484,516 円 5,118,799 円

計 723,942,600 円 △105,029,100 円 307,249,920 円 △58,995,822 円
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 〔広報宣伝〕 

令和３年度市町村振興宝くじ（サマージャンボ）発売概要 

１ 発 売 額  69,000,000,000 円（23 ユニット） 

２ 証 票 単 価  300 円 

３ 発 売 場 所  全国の宝くじ売場 

４ 発 売 期 間  令和３年７月13日（火）～８月13日（金） 

５ 抽 せ ん 日  令和３年８月25日（水） 

６ 
当 せ ん 金 

支 払 期 間 

 
令和３年８月30日（月）～令和４年８月29日（月）

７ 当 せ ん 金  発売総額 69,000,000,000 円（23 ユニット）  

 等  級 当せん金 本  数  

 １等 500,000,000 円 23 本  

 １等の前後賞 100,000,000 円 46 本  

 １等の組違い賞 100,000 円 2,277 本  

 ２等 10,000,000 円 46 本  

 ３等 1,000,000 円 230 本  

 ４等 50,000 円 2,300 本  

 ５等 10,000 円 230,000 本  

 ６等 3,000 円 2,300,000 本  

 ７等 300 円 23,000,000 本  

       

 

令和３年度市町村振興宝くじ（サマージャンボミニ）発売概要 

１ 発 売 額  21,000,000,000 円（7 ユニット） 

２ 証 票 単 価  300 円 

３ 発 売 場 所  全国の宝くじ売場 

４ 発 売 期 間  令和３年７月13日（火）～８月13日（金） 

５ 抽 せ ん 日  令和３年８月25日（水） 

６ 
当 せ ん 金 

支 払 期 間 

 
令和３年８月30日（月）～令和４年８月29日（月）

７ 当 せ ん 金  発売総額 21,000,000,000 円（7 ユニット）  

 等  級 当せん金 本  数  

 １等 30,000,000 円 28 本  

 １等の前後賞 10,000,000 円 56 本  

 ２等 50,000 円 21,000 本  

 ３等 10,000 円 280,000 本  

 ４等 3,000 円 700,000 本  

 ５等 300 円 7,000,000 本  
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④  交付金の受入・基金積立状況 

 交付金については、「愛媛県ふるさと振興資金交付要綱」に基づき申請し、

次表のとおり受け入れた。 

 交付金のうち全国市町村振興協会へ 10％相当額を納付、基金充当事業

（118,000 千円）を除く残額を基金として積み立てた。 

（単位：円） 

愛媛県交付金 全 国 協 会

納 付 額

② 

基 金 充 当 

事 業 

③ 

本 協 会

積 立 額

①－②－③種 類 
受 入 

年 月 日 
金 額 ①

収益金(確定)  307,249,920 30,724,991 118,000,000 158,524,929

ジャンボ R3.10.26 (228,765,404) (22,876,540) (118,000,000) (87,888,864)

ミニ  (78,484,516) (7,848,451)  (70,636,065)

時効金  25,545,385 2,554,538  22,990,847

ジャンボ R3.11.30 (21,771,061) (2,177,106)  (19,593,955)

ミニ  (3,774,324) (377,432)  (3,396,892)

計 332,795,305 33,279,529 118,000,000 181,515,776

前年度比較 △57,752,592 △5,775,259 △200,000,000 148,022,667

 

(２) 市町村振興宝くじ（ハロウィンジャンボ関係） 

①  市町等へ発売についての周知 

 ７月30日 県内全市町・関係団体に対して令和３年度ハロウィンジャンボ宝

くじの発売概要の周知及びＰＲの推進について依頼した 

 ８月20日 県内市町に対して全国市町村振興協会作成の市町村広報誌用ＰＲ

データを送付し、広報誌への掲載方依頼した。 

 ９月３日 県内全市町・関係団体及び愛媛県市町振興課、各地方局・支局、

県関係施設に対し、受託金融機関（みずほ銀行）作成のＰＲポスターの掲示

（ポスター到着～令和３年10月22日（金））方依頼した。 
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②  本協会における広告の実施 

  ＳＮＳ広告・ｗｅｂマーケティング 

   LocationAD（特定エリアに対する広告） 

  デジタル・交通広告 

   松山市駅、まつちかタウンビジョン、銀天街・大街道ビジョン 

愛媛新聞 

   ９月20日 掲載 

 

③  発売実績 

 【全 国】 

区  分 発売計画 発売実績額 前年度比較 

ジャンボ 33,000,000,000 円 28,145,928,900 円 1,057,585,500 円

ミニ 15,000,000,000 円 9,852,476,400 円 2,137,491,300 円

計 48,000,000,000 円 37,998,405,300 円 3,195,076,800 円

 

 【愛媛県】 

区  分 発売実績額 前年度比較 収益金配分額 前年度比較 

ジャンボ 305,674,500 円 20,783,400 円 160,090,394 円 36,038,272 円

ミニ 120,668,400 円 28,967,400 円 49,050,473 円 14,426,902 円

計 426,342,900 円 49,750,800 円 209,140,867 円 50,465,174 円
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 〔広報宣伝〕 

令和３年度新市町村振興宝くじ（ハロウィンジャンボ）発売概要 

１ 発 売 額  33,000,000,000 円（11 ユニット） 

２ 証 票 単 価  300 円 

３ 発 売 場 所  全国の宝くじ売場 

４ 発 売 期 間  令和３年９月22日（水）～10月22日（金） 

５ 抽 せ ん 日  令和３年10月29日（金） 

６ 
当 せ ん 金 

支 払 期 間 

 
令和３年11月４日（木）～令和４年11月３日（木）

７ 当 せ ん 金  発売総額 33,000,000,000 円（11 ユニット）  

 等  級 当せん金 本  数  

 １等 300,000,000 円 11 本  

 １等の前後賞 100,000,000 円 22 本  

 １等の組違い賞 100,000 円 1,089 本  

 ２等 5,000,000 円 22 本  

 ３等 1,000,000 円 550 本  

 ４等 50,000 円 11,000 本  

 ５等 10,000 円 220,000 本  

 ６等 3,000 円 1,100,000 本  

 ７等 300 円 11,000,000 本  

   

 

令和３年度新市町村振興宝くじ（ハロウィンジャンボミニ）発売概要 

１ 発 売 額  15,000,000,000 円（5 ユニット） 

２ 証 票 単 価  300 円 

３ 発 売 場 所  全国の宝くじ売場 

４ 発 売 期 間  令和３年９月22日（水）～10月22日（金） 

５ 抽 せ ん 日  令和３年10月29日（金） 

６ 
当 せ ん 金 

支 払 期 間 

 
令和３年11月４日（木）～令和４年11月3日（木） 

７ 当 せ ん 金  発売総額 15,000,000,000 円（5 ユニット）  

 等  級 当せん金 本  数  

 １等 30,000,000 円 20 本  

 １等の前後賞 10,000,000 円 40 本  

 ２等 50,000 円 20,000 本  

 ３等 10,000 円 200,000 本  

 ４等 3,000 円 500,000 本  

 ５等 300 円 5,000,000 本  
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④  交付金の受入・基金積立状況 

 交付金については、「愛媛県ふるさと振興資金交付金交付要綱」に基づき申

請し、次表のとおり受け入れた。 

 ２月４日 市町交付金交付細則に基づき、227,697,517 円を交付した。 

（単位：円） 

愛媛県交付金等 市町交付金 

種 類 受入年月日 金  額 交付年月日 交付金額 

収益金(確定) R3.12.28 209,140,867   

時効金 R4.2.4 18,554,025   

小   計 227,694,892 R4.2.4 227,697,517

前年度繰越  13  

利息  2,612   

小   計 2,625   

合   計 227,697,517 計 227,697,517

前年度比較 59,279,832   

 

(３) 宝くじ公式サイトでのインターネット販売ＰＲ助成関係 

①  広報誌の広告掲載 

 ２月 10 日 令和３年度も宝くじ公式サイト会員数の更なる増加に向けたＰＲ

に補助金を交付し、売上向上を繋げることを目的に一般財団法人全国市町村振

興協会がみずほ銀行の協力を得て行うもので、県内各市町へ広報誌掲載及びイ

ベントＰＲの協力を依頼した。 

 ４月９日 広報誌掲載への掲載補助金申請書の提出のあった下記市町へ宝く

じ公式サイトでのインターネット販売ＰＲ広報誌への掲載を依頼した。 

  八幡浜市（７月号・１０月号） 四国中央市（９月号・１２月号） 

  上島町（８月号）   砥部町（８月号・９月号） 

 ９月17日 広報誌掲載助成金として砥部町に対して28,000円を助成した。 

 10月22日 広報誌掲載助成金として八幡浜市に対して30,000円を助成した。 

 11月29日 広報誌掲載助成金として上島町に対して30,000円を助成した。 

 １月12日 広報誌掲載助成金として四国中央市に対して150,000円を助成した。 
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III 総務関係 

１  会議関係 

(１) 本協会関係等 

①  理事会 

第１回臨時理事会 

 ４月19日 評議員会の招集の決議については、一般社団法人及び一般財団法

人に関する法律第197条において準用する同法第96条及び本協会定款第33条第２

項の規定に基づき理事会の決議の省略を行い、理事及び監事の全員から同意を

得て、令和３年４月19日決議があったものとみなされた。 

  （議 案） 

   第１号議案 令和３年度第１回臨時評議員会の招集について 

 

第１回定例理事会 

 ６月３日 「ＡＮＡクラウンプラザホテル」（松山市）において開催した。

会議では、次の議案について審議され、原案のとおり決定又は承認された。 

 また、職務執行状況について報告するとともに、令和３年度サマージャンボ

宝くじの発売計画について説明し、了承された。 

  （議 案） 

   第１号議案 令和２年度事業報告について 

   第２号議案 令和２年度決算報告について 

   第３号議案 令和３年度定時評議員会の開催について 

  （報 告） 

   第１号報告 職務執行状況について 

 

第２回臨時理事会 

 ６月18日 ６月22日開催予定の定時評議員会の出席者が過半数とならないこ

とによる、再度の評議員会の招集の決議については、一般社団法人及び一般財

団法人に関する法律第197条において準用する同法第96条及び本協会定款第33条

第２項の規定に基づき理事会の決議の省略を行い、理事及び監事の全員から同

意を得て、令和３年６月18日決議があったものとみなされた。 

  （議 案） 

    第１号議案 令和３年度定時評議員会の招集について 

 

第３回臨時理事会 

 ７月16日 愛媛県自治会館新会館の竣工に伴う主たる事務所移転については、

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第197条において準用する同法第96

条及び本協会定款第33条第２項の規定に基づき理事会の決議の省略を行い、理
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事及び監事の全員から同意を得て令和３年７月16日に決議があったものとみな

された。 

  （議 案） 

    第１号議案 主たる事務所の移転について 

 

第２回定例理事会 

 ３月16日 「愛媛県自治会館」（松山市）において開催した。会議では、次

の議案について審議され、原案のとおり決定又は承認された。 

 また、職務執行状況について報告し了承された。 

  （議 案） 

   第１号議案 令和４年度事業計画について 

   第２号議案 令和４年度収支予算について 

   第３号議案 令和３年度第２回臨時評議員会の開催について 

  （報 告） 

   第１号報告 職務執行状況について 

 

②  評議員会 

令和３年度第１回臨時評議員会 

 ４月30日 監事（２名）の辞任に伴う補欠選任について、一般社団法人及び

一般財団法人に関する法律第194条第１項の規定に基づき、評議員の全員から同

意を得て、令和３年４月30日に決議があったものとみなされた。 

  （議 案） 

   第１号議案 監事の辞任に伴う補欠選任について 

   監事 森  佑布 （愛媛県総務部総務管理局市町振興課長） 

   第２号議案 監事の辞任に伴う補欠選任について 

   監事 武智 茂記 （愛媛県市長会事務局長） 

 

定時評議員会 

 ６月28日 定時評議員会の決議事項について、一般社団法人及び一般財団法

人に関する法律第194条第１項の規定に基づき、評議員の全員から同意を得て、

令和３年６月28日に決議があったものとみなされた。 

  （議 案） 

   第１号議案 令和２年度事業報告及び決算の承認について 

   第２号議案 評議員の辞任に伴う補欠選任について 

   評議員  玉井 敏久（西条市長） 

   評議員  安川 哲生（大洲市議会議長） 

   評議員  河野 忠康（久万高原町長） 

   評議員  菊地 幸雄（内子町議会議長） 
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   第３号議案 理事の辞任に伴う補欠選任について 

   理事  武智 邦典（伊予市長） 

   理事  西岡 利昌（砥部町議会議長） 

 

臨時評議員会 

 ３月 30 日 「愛媛県自治会館」において開催した。会議では、次の議案につ

いて審議され、原案のとおり承認又は決定された。 

 （議 案） 

  第１号議案 令和４年度事業計画の承認について 

  第２号議案 令和４年度収支予算の承認について 

  第３号議案 評議員の辞任に伴う補欠選任について 

   評議員  本多 幸雄（愛南町議会事務局長） 

 

③  令和２年度資産状況等の監査 

 ５月27日 「松山大手町ビル」（松山市）において、令和２年度の業務及び

資産の状況並びに収支決算について、森監事、武智監事及び酒井監事の監査を

受けた。 

 なお、監査に先立って５月24日、県市町振興課 大西行政係長、同課 瀨戸

主事から事務監査を受けた。 

 

(２) 理事の就任・辞任 

 任期：令和２年６月 25 日～令和４年度定時評議員会の終結の時 

氏名 役職名 就任年月日 退任年月日 

石川  勝行 新居浜市長 令和 2 年 6 月 25 日 令和 3 年 6 月 28 日

赤松  紀幸 松野町議会議長 令和 2 年 6 月 25 日 令和 3 年 6 月 28 日

武智  邦典 伊予市長 令和 3 年 6 月 28 日  

西岡  利昌 砥部町議会議長 令和 3 年 6 月 28 日  

 

(３) 監事の就任・辞任 

 任期：令和２年６月 25 日～令和６年度定時評議員会の終結の時 

氏名 役職名 就任年月日 退任年月日 

森   佑布 愛媛県市町振興課長 令和 3 年 4 月 30 日  

武智  茂記 愛媛県市長会事務局長 令和 3 年 4 月 30 日  
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(４) 評議員の就任・辞任 

 任期：令和２年６月 25 日～令和６年度定時評議員会の終結の時 

氏名 役職名 就任年月日 退任年月日 

岡原  文彰 宇和島市長 令和 2 年 6 月 25 日 令和 3 年 6 月 28 日

永易  英寿 前新居浜市議会議長 令和 2 年 6 月 25 日 令和 3 年 6 月 28 日

岡本   靖 松前町長 令和 2 年 6 月 25 日 令和 3 年 6 月 28 日

竹内  一則 前伊方町議会議長 令和 2 年 6 月 25 日 令和 3 年 6 月 28 日

柏原   準 愛媛県町村議会議長会

常務理事 

令和 2 年 6 月 25 日 令和 4 年 3 月 31 日

玉井  敏久 西条市長 令和 3 年 6 月 28 日  

安川  哲生 大洲市議会議長 令和 3 年 6 月 28 日  

河野  忠康 久万高原町長 令和 3 年 6 月 28 日  

菊地  幸雄 内子町議会議長 令和 3 年 6 月 28 日  

 

２  その他 

(１) 事業報告書等の報告 

 ７月２日 「令和２年度事業報告書」及び「令和２年度決算報告書」を知事あ

て報告した。 

 

(２) 本協会役員及び評議員の変更報告 

①  ４月21日 ３月24日付け理事の変更及び３月31日付け代表理事の変更に伴う登

記が完了し知事あて報告した。 

②  ５月14日 ４月30日付け監事の変更に伴う登記が完了し知事あて報告した。 

③  ７月２日 ６月28日付け理事及び評議員の変更に伴う登記が完了し知事あて報

告した。 

 

(３) 主たる事務所の変更報告 

 ８月11日 ７月26日付け主たる事務所の変更に伴う登記が完了し知事あて報告

した。 

 

(４) 事業計画等の送付 

 ３月 31 日 「令和４年度事業計画」及び「令和４年度収支予算書」を知事あて

報告した。 
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IV 基金積立状況 

１  サマージャンボ宝くじに係る交付金 

 ・前年度末基金積立額   ３，８０３，４２３，８３２円 …… Ａ 

 ・本年度基金積立額   ２，３４６，８７７，７７６円 …… Ｂ 

  県交付金    （   181,515,776 ） 

  償還金     （ 2,165,362,000 ） 

 ・本年度貸付金等として取崩額 １，８０５，６５１，９２０円 …… Ｃ 

  長期貸付金    （ 1,533,400,000 ） 

  基金交付金    （  239,043,000 ） 

  助成事業    （   33,208,920 ） 

 ・差引基金積立額（Ａ＋Ｂ－Ｃ） ４，３４４，６４９，６８８円 

 

 【管理方法】 

  伊予銀行譲渡性預金      100,000,000円 

  伊予銀行譲渡性預金      233,279,000円 

  伊予銀行譲渡性預金     1,440,869,779円 

  伊予銀行スーパー定期      2,170,000円 

  愛媛銀行譲渡性預金     1,000,000,000円 

  愛媛銀行譲渡性預金      670,550,909円 

  第333回利付国債(10年)     100,000,000円 

  第152回利付国債(20年)      99,950,000円 

  三井住友信託銀行（特約付自由金利）   100,000,000円 

  東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ（株）第45回社債（10年）  100,000,000円 

  東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ（株）第46回社債（15年）  100,000,000円 

  九州電力（株）第492回社債（20年）   100,000,000円 

  関西電力（株）第544回社債（10年）    99,740,000円 

  ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ（株）第16回社債（10年）     98,825,000円 

  武田薬品工業（株）第16回社債（10年）    99,265,000円 

 

２  ハロウィンジャンボ宝くじに係る交付金 

 ・前年度末基金積立額              １３円 …… Ａ 

 ・収  入      ２２７，６９７，５０４円 …… Ｂ 

  県交付金    （ 227,694,892 ） 

  受取利息    （    2,612 ） 

 ・支  出 

  市町交付金     ２２７，６９７，５１７円 …… Ｃ 

 ・差引基金積立額（Ａ＋Ｂ－Ｃ）      ０円 

 

 【管理方法】 

  伊予銀行普通預金        ０円
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V 参考資料 

１  市町振興に伴うイベント等助成金交付要領 

 

１ 趣 旨 

公益財団法人愛媛県市町振興協会（以下「協会」という。）は、県内市町の振興に伴

う事業の一助として、市町が地域活性化につながるイベント及びシンポジウム、フォー

ラム、サミット等（以下「イベント等」という。）の開催に要する経費を助成する。 

２ 助成の対象 

助成の対象となるイベント等は、次のいずれにも該当するものとする。 

なお、当該事業が計画どおり終了したイベントに限るものとし、理由の如何にかかわ

らず、中止の場合は対象としない。 

 (1) 市町または当該事業を実施する民間団体に補助する市町に対して助成する。 

        民間団体とは ① 地域の自治会等  

                     ② 商工、農・林・漁業協同組合等の産業経済団体 

                     ③ 文化協会、体育協会等の文化スポーツ団体 

                     ④ 地域づくり団体、実行委員会、協議会等 

                     ⑤ その他市町が認める団体 

 (2) 市町の振興、活性化につながることを目的としたものとする。 

 (3) 営利は目的としないことを原則とする。 

３ 助成金額 

 (1) 助成限度額は、１市町４００万円とする。 

 (2) 協会は、１イベント等につき市町が２０万円以上支出した額の２分の１を４００万

円を限度として助成する。ただし、当該事業の収支決算において不用額（繰越額）

が生じた場合は、市町が支出した額から当該不用額を減額した額の２分の１を助成

する。 

なお、助成金に１万円未満の端数を生じたときは、これを切り上げるものとす

る。 

 (3) 上記(2)により計算された額が１０万円未満の場合は助成しない。 

  ［助成金］ 

   １事業当たり  １０万円 ～ ４００万円 

        内訳 事  業  費 助 成 限 度 額        

２０万円 以上 ８００万円未満                 イベント等事業に当該市町              

   が支出した額の２分の１ 

   ８００万円 以上    ４００万円 



- 36 - 

 

４ 助成金の交付申請 

助成金の交付を申請する市町は、事業を実施する２週間前までに協会に交付申請書

（様式第１号）を提出するものとする。 

５ 助成金の交付決定 

協会は、交付申請書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、助

成金の交付を決定し、当該市町に通知するものとする。 

６ 助成金の変更交付申請 

市町は、助成金の交付決定を受けたイベント等について、助成金の額が変更となる場

合、あらかじめ協会に変更交付申請書（様式第２号）を提出するものとする。 

７ 助成金の変更交付決定 

協会は、変更交付申請書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認めたとき

は、助成金の交付を決定し、当該市町に通知するものとする。 

８ 助成金の請求及び実績報告 

市町が助成金を請求するときは、当該事業終了後、１箇月以内に助成金交付請求書

（様式第３号）及び実績報告書（様式第４号）、また、事業に関係する書類を添えて協

会に提出しなければならない。 

９ 助成金の交付 

協会が前項の書類を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、助成

金を当該市町に交付するものとする。  

10  記録報告書の提出 

市町及び当該市町から補助の交付を受けた民間団体は、シンポジウム､フォーラム､サ

ミットについては、終了後、速やかに「記録報告書」を作成し、協会に提出するものと

する。 

11  その他 

この要領に規定するもののほか必要な事項は、理事長がその都度定める。 

      附 則 

 この要領は、令和３年４月１日から施行する。 
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２  市町村職員中央研修所受講者助成金交付要領 

 

１ 趣 旨 

公益財団法人愛媛県市町振興協会（以下「協会」という。）は、市町（一部事務組合

を含む。）職員等の能力の向上を図ることを目的として、市町職員等が、市町村職員中

央研修所で受講した場合に市町に対して、予算の範囲内で、その経費の一部を助成す

る。 

 

２ 助成金額 

 (1)  受講経費助成金 

助成金は、市町が市町村職員中央研修所に納入した研修受講経費の金額とする。 

 

 (2)  旅費助成金 

研修参加に伴う旅費として、１人当たり４０，０００円を助成する。 

 

３ 助成金の交付申請 

助成金の交付を申請する市町は、協会に交付申請書（別記様式）を提出するものとす

る。 

なお、この交付申請書は、当該受講者の研修終了後に行うものとし、申請書には、市

町村職員中央研修所から交付される修了証書の写（特別セミナーの受講者は除く。）を

添付するものとする。 

 

      附 則 

 この要領は、令和３年４月１日から施行する。 
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３  全国市町村国際文化研修所受講者助成金交付要領 

 

１ 趣 旨 

  公益財団法人愛媛県市町振興協会（以下「協会」という。）は、市町（一部事務組合

を含む。）職員等の国際化対応能力の向上を図ることを目的として、市町職員等が、全

国市町村国際文化研修所で受講した場合に市町に対して、予算の範囲内で、その経費の

一部を助成する。 

 

２ 助成金額 

 (1)  受講経費助成金 

助成金は、市町が全国市町村国際文化研修所に納入した研修受講経費の金額（ただ

し、海外研修費を除く。）とする。 

 (2)  旅費助成金 

研修参加に伴う旅費として、１人当たり２０，０００円を助成する。 

ただし、e-learning 等の旅費を伴わない研修については助成しない。 

 

３ 助成金の交付申請 

助成金の交付を申請する市町は、協会に交付申請書(様式第１号)を提出するものとす

る。 

なお、この交付申請書は、当該受講者の研修終了後に行うものとし、申請書には、全

国市町村国際文化研修所から交付される修了証書の写又は受講証明書の写（特別セミナ

ーの受講者は除く。）を添付するものとする。 

また、短期間の研修により修了証書及び受講証明書が発行されない場合については、

受講証明書発行依頼書（様式第２号）でもって、当該市町から全国市町村国際文化研修

所に依頼するものとする。 

 

      附 則 

 この要領は、令和３年４月１日から施行する。 
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４  情報セキュリティ監査助成金交付要領 

 

１ 趣 旨 

公益財団法人愛媛県市町振興協会（以下「協会」という。）は、行政手続のオンライン

化など電子自治体構築に向けた支援として、各市町が個人情報を含む各種情報資産及び情

報システムの適切な運用管理を徹底するために実施する情報セキュリティ対策及び情報漏

洩対策に対して必要な経費の助成を行う。 

 

２ 助成の対象 

助成の対象は、各市町で運用管理している情報システムのセキュリティ及び情報漏洩対

策を点検・評価し改善していくために、各市町が外部監査機関に委託して実施する「情報

セキュリティ監査」に要する経費とする。 

 

３ 助成金額 

協会は、予算の範囲内において、１市町につき１００万円を限度として「情報セキュリ

ティ監査」実施に必要な経費の２分の１を助成する。ただし、助成金に１万円未満の端数

を生じたときは、これを切り上げるものとする。 

 

４ 助成金の交付申請 

助成金の交付を申請する市町は、監査を実施する１月前までに協会に交付申請書（様式

第１号）を提出するものとする。 

 

５ 助成金の交付決定 

協会は、交付申請書を受理した場合は、その内容を県と協議のうえ審査し、適当と認め

たときは、助成金の交付を決定し、当該市町に通知するものとする。 

 

６ 助成金の請求及び実績報告 

助成金の交付決定を受けた市町が、助成金を請求するときは、監査終了後、助成金交付

請求書（様式第２号）及び実績報告書（様式第３号）を協会に提出しなければならない。 

 

７ 助成金の交付 

協会は、前項の書類を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、助成

金を当該市町に交付するものとする。 

附則 

 この要領は、令和３年４月１日から施行する。  
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５  市町関係団体研修事業等助成金交付要領 

 

１ 趣 旨 

公益財団法人愛媛県市町振興協会（以下「協会」という。）は、市町の振興を積極的

に図ることを目的として、愛媛県市長会、愛媛県町村会、愛媛県市議会議長会及び愛媛

県町村議会議長会（以下「関係団体」という。）が研修事業等を実施する場合に、その

実施に要する経費を助成する。 

２ 助成の対象 

助成の対象となる事業は、次のとおりとする。 

    ① 市町の振興を図るための研修事業 

    ② その他協会が助成金の交付の趣旨を達成するため特に必要と認める事業 

３ 助成金額 

助成金は、予算の範囲内において、助成対象事業の実施に要する経費の１０分の１０

以内とし、１団体当たり総額１００万円を限度とする。 

４ 助成金の交付申請 

助成金の交付を申請する関係団体は、助成金交付申請書（様式第１号）に関係書類を

添えて、協会に提出するものとする。 

５ 助成金の交付決定 

協会は、交付申請書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、助

成金の交付を決定し、当該団体に通知するものとする。 

６ 助成金の変更交付申請 

関係団体は、助成金の交付決定を受けた研修事業等について、助成金の額が変更とな

る場合、あらかじめ協会に変更交付申請書（様式第２号）を提出するものとする。 

７ 助成金の変更交付決定 

協会は、変更交付申請書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認めたとき

は、助成金の交付を決定し、当該関係団体に通知するものとする。 

８ 助成金の請求及び実績報告 

助成金の交付決定を受けた関係団体が、助成金を請求するときは、助成金交付請求書

（様式第３号）及び実績報告書（様式第４号）を関係書類を添えて、協会に提出しなけ

ればならない。 

９ 助成金の交付 

協会は、前項の書類を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、助

成金を関係団体に交付するものとする。   

      附 則 

  この要領は、令和３年４月１日から施行する。 
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６  公益財団法人愛媛県市町振興協会基金交付金交付規程 

 

平成 19 年 2 月 20 日 制  定（規程第 1 号） 

平成 20 年 2 月 19 日 一部改正（規程第 3 号） 

平成 24 年 3 月 29 日 一部改正（規程第 1 号） 

 （趣旨） 

第 1 条 この規程は、公益財団法人愛媛県市町振興協会（以下「協会」という。）が、市

町村振興宝くじの収益金をもって愛媛県が協会に交付する愛媛県交付金を積み立てる基

金積立金を財源として、市町に交付する交付金について、必要な事項を定めるものとす

る。 

 （交付金の名称） 

第 2 条 交付金の名称は、「基金交付金」とする。 

 （基金交付金の額） 

第 3 条 基金交付金の額は毎年度２億円と市町村振興宝くじに係る収益金等をもって愛媛

県が協会に交付する前年度の交付金額の 100 分の 10 に相当する額との合計額を上限と

し、当該年度の収支予算でこれを定める。 

 （市町への配分基準） 

第 4 条 基金交付金の市町への配分については、公益財団法人愛媛県市町振興協会市町交

付金配分基準に定めるところにより算出する。ただし、人口については、前年度末日現

在の住民基本台帳人口を適用する。 

 （基金交付金の対象事業） 

第 5 条 基金交付金の対象となる事業は、地方財政法（昭和 23 年法律第 109 号）第 32 条

に規定する事業で、市町が必要とするものとする。 

 （会計処理） 

第 6 条 協会は、基金交付金について公益目的事業会計において経理するものとし、収支

予算に計上するものとする。 

 （基金交付金を受けた市町の報告） 

第 7 条 基金交付金の交付を受けた市町は、その使途について協会に報告するものとす

る。 

 （補則） 

第 8 条 この規程に定めるもののほか、この規程の施行に関して必要な事項は、理事長が

定める。 

      附 則（平成 19 年規程第１号） 

  この規程は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

      附 則（平成 20 年規程第３号） 

  この規程は、平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

      附  則（平成 24 年規程第１号） 

この規程は、公益財団法人愛媛県市町振興協会の移行の登記の日から施行する。
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公益財団法人愛媛県市町振興協会基金交付金交付細則 

 

平成 19 年 2 月 20 日 制  定 （細則第 1 号） 

平成 24 年 3 月 30 日 一部改正 （細則第 1 号） 

平成 30 年 2 月 2 日 一部改正 （細則第 2 号） 

 （趣旨） 

第 1 条 この細則は、公益財団法人愛媛県市町振興協会基金交付金交付規程（以下「規

程」という。）第 8 条の規定に基づき、公益財団法人愛媛県市町振興協会（以下「協

会」という。）が市町に交付する基金交付金の交付について必要な事項を定めるものと

する。 

 （交付の単位） 

第 2 条 基金交付金（均等割額及び人口割額の合計額）の単位は、千円単位とし、千円未

満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額とする。 

 （基金交付金の交付時期） 

第 3 条 協会は、基金交付金を当該年度の 6 月 30 日までに市町に交付するものとする。 

 （交付決定の通知） 

第 4 条 協会は、交付金額を決定したときは、様式第 1 号の基金交付金決定通知書により

市町に通知するものとする。 

 （基金交付金の支払申請） 

第 5 条 前条の通知を受けた市町は、様式第 2 号の基金交付金支払申請書により基金交付

金の支払を申請するものとする。 

 （交付を受けた市町の報告） 

第 6 条 規程第 7 条に規定する基金交付金の交付を受けた市町は、交付金を受けた翌年度

の 5 月 31 日までに、基金交付金の使途について、様式第 3 号の事業実績報告書により

協会に報告するものとする。 

      附 則（平成 19 年細則第 1 号） 

  この細則は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

   附  則（平成 24 年細則第 1 号） 

 この細則は、公益財団法人愛媛県市町振興協会の移行の登記の日から施行する。 

      附 則（平成 30 年細則第 2 号） 

  この細則は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。 
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７  公益財団法人愛媛県市町振興協会市町交付金交付規程 

 

平成 13 年 11 月 5 日 制  定 （規程第 1 号） 

平成 17 年 2 月 21 日 一部改正 （規程第 8 号） 

平成 24 年 3 月 29 日 一部改正 （規程第 2 号） 

 （趣旨） 

第 1 条 この規程は、公益財団法人愛媛県市町振興協会（以下「協会」という。）が市町

に配分する市町交付金について、必要な事項を定めるものとする。 

 （交付金の財源） 

第 2 条 市町交付金は、新市町村振興宝くじの収益金のうち本県分全額を都道府県が協会

に交付する交付金を財源とする。 

 （市町への配分基準） 

第 3 条 市町交付金の市町への配分については、協会が客観的な指標等により、別に定め

る配分基準によって行う。 

 （交付金の対象事業） 

第 4 条 市町交付金の対象となる事業は、地方財政法（昭和 23 年法律第 109 号）第 32 条

に規定する事業で、市町が必要とするものとする。 

 （会計処理） 

第 5 条 協会は、市町交付金について公益目的事業会計において経理するものとし、収支

予算に計上するものとする。 

 （預金利息等） 

第 6 条 市町交付金の預金から生じる利息等は、収支予算に計上して、市町交付金に編入

するものとする。 

 （交付金を受けた市町の報告） 

第 7 条 市町交付金の交付を受けた市町は、その使途について協会に報告するものとす

る。 

 （補 則） 

第 8 条 この規程に定めるもののほか、この規程の施行に関して必要な事項は、理事長が

定める。 

   附 則 （平成 13 年規程第 1 号） 

 この規程は、平成 13 年 11 月 5 日から施行する。 

      附 則  （平成 17 年規程第 8 号） 

  この規程は、団法人愛媛県市町村振興協会寄附行為の一部を変更する寄附行為の施行の

日から施行する。 

   附  則 （平成 24 年規程第 2 号） 

 この規程は、公益財団法人愛媛県市町振興協会の移行の登記の日から施行する。 
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市町交付金配分基準  

        平成 14 年 2 月 19 日 

        平成 16 年 2 月 24 日 改正 

        平成 17 年 2 月 21 日 改正 

        平成 24 年 3 月 30 日 改正 

        平成 29 年 2 月 9 日 改正 

 公益財団法人愛媛県市町振興協会市町交付金交付規程（以下「交付規程」という。)第

3 条の規定に基づく新市町村振興宝くじの収益金による市町交付金の配分基準は、次に定

めるところにより算出する。 

・ 交付金の総額のうち、2 分の 1 を均等割、2 分の 1 を人口割とする。 

・ 人口は、発売年度の 9 月末日における住民基本台帳を適用する。 

・ 均等割の市町数については、平成 18 年度分から市町合併に伴い激変緩和措置として

10 年間、別表のとおり算出する。 

  ただし、平成 17 年度分までの市町数は、70 市町とし、算出した均等割額は、合併後

の市町へ併せて交付する。 

     附 則 

 この配分基準は、財団法人愛媛県市町振興協会市町交付金交付規程（平成 13 年 11 月 5

日理事会議決）に基づき平成 14 年 2 月 19 日から施行し、平成 13 年度分から適用する。 

     附 則 

 この配分基準は、平成 16 年 2 月 24 日から施行し、平成 15 年度分から適用する。 

     附 則 

 この配分基準は、財団法人愛媛県市町村振興協会寄附行為の一部を変更する寄附行為の

施行の日から施行する。 

      附  則  

 この配分基準は、公益財団法人愛媛県市町振興協会の移行の登記の日から施行する。 

      附  則  

 この配分基準は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

別 表 

交付金配分の市町数の算定 

 

  均等割の基準となる市町数を算出するに当たり、合併により減少した市町村数（α） 

 を毎年度 10 分のαずつ段階的に減少させていくこととする。 

計算方式 

 (1) 平成１８年度    Ｎ－（１×α÷１０） 

 (2) 平成１９年度    Ｎ－（２×α÷１０） 

 (3) 平成２０年度    Ｎ－（３×α÷１０） 

 (4) 平成２１年度    Ｎ－（４×α÷１０） 

 (5) 平成２２年度    Ｎ－（５×α÷１０） 

 (6) 平成２３年度    Ｎ－（６×α÷１０） 

 (7) 平成２４年度    Ｎ－（７×α÷１０） 

 (8) 平成２５年度    Ｎ－（８×α÷１０） 

 (9) 平成２６年度    Ｎ－（９×α÷１０） 

  (10) 平成２７年度    Ｎ－α 

      Ｎ：合併前市町村数 

      α：合併により減少した市町村数 

  ※市町数は、前年度の9月末日現在の市町数を算定の基礎とする。 
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市町交付金交付細則  

平成14年2月19日 制  定 （細則第1号） 

平成15年2月18日 一部改正 （細則第1号） 

平成17年2月21日 一部改正 （細則第3号） 

平成24年3月30日 一部改正 （細則第2号） 

平成25年2月 5日 一部改正 （細則第1号） 

平成30年2月 2日 一部改正 （細則第1号） 

 （趣旨） 

第 1 条 この細則は、公益財団法人愛媛県市町振興協会市町交付金交付規程（以下「規

程」という。）第 8 条の規定に基づき、公益財団法人愛媛県市町振興協会（以下「協

会」という。）が市町に交付する市町交付金の交付について必要な事項を定めるものと

する。 

 （交付の単位） 

第 2 条 市町交付金の単位は、１円単位とする。 

 （預金利息等の取扱い） 

第 3 条 市町交付金の預金から生じる利息等は、交付金と合せて交付するものとする。  

 （交付金の交付時期） 

第 4 条 協会は、市町交付金を当該年度の 3 月 31 日までに市町に交付するものとする。 

 （交付決定の通知） 

第 5 条 協会は、交付金額を決定したときは、様式第 1 号の市町交付金決定通知書により

市町に通知するものとする。 

 （交付金の支払申請） 

第 6 条 前条の通知を受けた市町は、様式第 2 号の市町交付金支払申請書により交付金の

支払を申請するものとする。 

 （交付を受けた市町の報告） 

第 7 条 規程第 7 条に規定する市町交付金の交付を受けた市町は、交付金を受けた翌年度

の 5 月 31 日までに、市町交付金の使途について、様式第 3 号の事業実績報告書により

協会に報告するものとする。 

      附 則 （平成 13 年細則第 1 号） 

  この細則は、平成 14 年 2 月 19 日から施行する。 

      附 則  （平成 15 年細則第 1 号） 

  この細則は、平成 15 年 2 月 18 日から施行し、平成 14 年 4 月 1 日から適用する。 

    附 則  （平成 17 年細則第 3 号） 

  この細則は、財団法人愛媛県市町村振興協会寄附行為の一部を変更する寄附行為の施行

の日から施行する。 

   附  則 （平成 24 年細則第 2 号） 

 この細則は、公益財団法人愛媛県市町振興協会の移行の登記の日から施行する。 

      附 則 （平成 25 年細則第 1 号） 

  この細則は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

      附 則 （平成 30 年細則第 1 号） 

  この細則は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。  



- 46 - 

 

８  地方財政法第 32 条 

別紙 

地方財政法第３２条に規定する事業  

(基金交付金交付規程第５条・市町交付金交付規程第４条関係) 

１ 事 業                    

 (1) 公共事業 

 (2) 公益の増進を目的とする事業で地方行政の運営上緊急に推進する必要があるものと 

  して総務省令で定める事業 

２ 総務省令で定める事業 

    地方財政法第３２条に規定する総務省令で定める事業は、次に掲げる事業であって、

第１号については令和９年度までの間に、第２号、第７号から第９号までについては令

和６年度までの間に、第３号から第６号まで及び第１０号については令和５年度までの

間に、第１１号については令和３年度までの間に、第１２号については令和４年度まで

の間に行われるものとする。 

 一 国際交流その他の地域の国際化の推進に係る事業 

 二 地方公共団体がその運営に相当程度関与する博覧会、見本市、展示会、文化行事そ 

  の他の催しであって総務大臣が当せん金付証票に係る市場の状況等を勘案して指定す 

  るものの運営に係る事業又はその他の催しの運営の助成に係る事業 

 三 地域における人口の高齢化、少子化等に対応するための施策に係る事業 

 四 衛星通信網の活用その他の地域の情報化に係る事業 

 五 美術館、図書館、文化会館等芸術・文化活動の拠点となる施設の運営の充実その他 

  の地域における芸術・文化の振興に係る事業 

 六 大規模な風水害、地震、津波、火災、干害、冷害等の災害対策及びこれらの災害の 

  予防に係る事業 

 七 地域産業の高度化、新産業の創出、雇用機会の増大その他の地域経済の活性化に係 

  る事業 

 八 特定非営利活動等の地域における社会貢献活動に係る事業 

 九 地球温暖化対策、リサイクルの推進等地域における環境の保全及び創造に係る事業 

  十 地域における共通の課題に対応するための調査及び研究並びに人材の育成に係る事 

  業 

 十一 令和３年に開催される東京オリンピック競技大会及び東京パラリンピック競技大 

  会の準備及び運営に係る事業 

 十二 令和４年に開催されるワールドマスターゲームズ 2021 関西の準備及び運営に係 

  る事業 
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９  公益財団法人愛媛県市町振興協会災害支援金交付規程 

 

平成 30 年 11 月１日 制定 （規程第１号） 

 

 （趣旨） 

第１条 地震、風水害、火災その他の大規模災害が発生した県内市町に対し、その復旧対 

 策の促進が図られるよう災害支援金を交付する。 

 （対象市町） 

第２条 災害支援金は、次のいずれかに該当する市町に交付する。 

 (1) 災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）の適用を受けた市町 

 (2) 災害の実情により理事長が特に認めた市町 

 （災害支援金の額） 

第３条 災害支援金の額は、次に掲げる住家が全壊した棟数（以下、「全壊棟数」とい

う。） 

 に応じた額を基準として、市町ごとに積算するものとする。 

  ただし、全壊棟数が３０棟未満でも、全壊棟数が２５棟以上で、一部損壊や床下浸水 

 の被害が甚大であるなど、その災害の実情により理事長が特に認める場合には、全壊棟 

 数を３０棟として取り扱うことができる。 

全壊棟数 災害支援金の額 

 ３０棟以上 ～  ４０棟未満 

 ４０棟以上 ～  ５０棟未満 

 ５０棟以上 ～  ６０棟未満 

 ６０棟以上 ～  ８０棟未満 

 ８０棟以上 ～ １００棟未満 

１００棟以上 ～ １５０棟未満 

１５０棟以上 ～ ２００棟未満 

２００棟以上 ～ ３００棟未満 

３００棟以上 ～ 

３０万円 

４０万円 

５０万円 

６０万円 

８０万円 

１００万円 

１５０万円 

２００万円 

３００万円 

２ 前項のほか、災害の実情により半壊は２分の１、床上浸水は３分の１をそれぞれ全壊 

 棟数に加算する。 

３ 第１項及び第２項のほか、全壊棟数が３０棟以上で、死者及び行方不明者がある場合 

 には、死者及び行方不明者１名につき５万円を加算する。 

４ 全壊棟数を早期に把握することが困難である場合には、住家の棟数をもって災害支援 

 金の額を定める。 

５ 災害支援金の最高限度額は、１市町ごとに総額５００万円とする。 
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 （大規模災害等の特例） 

第４条 大規模な災害等で前条各項により処理し難い場合は、その災害の実情、社会的影 

 響等を勘案し、別途対応するものとする。 

 （災害支援金の交付） 

第５条 理事長は、市町への災害支援金の交付を決定した場合は、当該市町へ通知の上、 

 速やかに交付するものとする。 

 （委任） 

第６条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施について必要な事項は、理事長が 

 定める。 

   附 則 

 この規程は、平成 30 年 11 月１日から施行し、平成 30 年 4 月 1 日以降に発生した災害

から適用する。 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


